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兵庫県・「倒産リスク」分析調査（2025 年） 
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企業が 1 年以内に倒産する確率を 10 段階のグレードで表す指標「倒産予測値」（※）算出によ

ると、兵庫県における倒産高リスク企業（グレード 8～10）は、2025 年 12 月時点で全体の

8.3%にあたる 4,416 社と前年に比べ 103 社増加した。 

 
 

※倒産予測値とは 

  倒産予測値とは今後 1 年以内に倒産する確率を個別企業ごとに算出したリスク指標  

  現地現認の信用調査と、独自のネットワークによる変動情報などを集積した帝国データバンクが保有するビッグデータから、倒産に関係が深い要

素だけに焦点を当て、独自の統計モデルにより算出 

  個別企業ごとに予測したリスク指標を G1～G10 の 10 段階のグレードに設定しており、G1 が最も倒産リスクが低く、G10 が最もリスクが高い

グレードとなっていてグレードが高いほど実際に倒産が発生している  

※高リスク企業 

  倒産予測値のグレードが 8～10 であり、倒産リスクが高い企業群  
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兵庫県・「倒産リスク」分析調査（2025 年） 

高リスク企業は 4,416 社、前年比 103 社増                    

２年連続の増加となる 

企業が 1 年以内に倒産する確率を 10 段階のグレードで表す指標「倒産予測値」算出対象の兵庫県の企

業 5 万 3,031 社のうち、2025 年 12 月時点で高リスク企業（※）は全体の 8.3%にあたる 4,416 社で

あった。2024 年 12 月時点の 4,313 社と比較すると 103 社・2.4％増となり、小幅ながら 2 年連続の増

加となった。 

2025 年の倒産件数は 15 年ぶりに 600 件を超え 624 件となった。また、同年に休業・廃業、解散した

企業は 2,144 件と前年（2,094 件）から増加し、4 年連続の増加となった。倒産件数や休廃業が増加トレ

ンドとなるなかで、企業倒産の先行指標ともいえる高リスク企業も 2 年連続で増加したことは、人手不足や

物価高、低迷する個人消費などの懸念すべき経済トピックスとあわせて鑑みれば、今後の懸念材料となろう。  

 

倒産件数・高リスク企業推移  
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兵庫県・「倒産リスク」分析調査（2025 年） 

従業員数「10 人未満」が高リスク企業の 8 割超を占める 

従業員数別にみると、「10 人未満」が 80.3％を占め、その内訳は「5 人未満」が 2,778 社（62.9％）、

「5～10 人未満」が 770 社（17.4％）となった。売上高別では、「1 億円未満」が 2,616 社と最も多く、全

体の 59.2％を占めた。 

同年の倒産企業は従業員数「10 人未満」が 94.2％を占め、前年比 78 件増加の 588 件となった。物

価高や賃上げ、人手不足などの経営課題に直面し、事業継続を断念する小規模企業が相次いだ。このなか

には、業歴 10 年未満の新興企業も多く含まれ、事業展開が軌道に乗らないまま資金繰りが行き詰まったケ

ースもみられる。多くの中小・小規模企業は、コロナ禍をゼロゼロ融資や協力金・給付金などによって乗り切

った。しかし、その後の物価高や人手不足、賃上げへの対応、価格転嫁の停滞、ゼロゼロ融資の返済負担な

どが重なり、収益回復が遅れる企業も少なくない。 

また、市場の需要が増加していても、その機会を獲得できる企業とできない企業で明暗が分かれている。

営業力や顧客ネットワークなどの営業基盤が強い企業は、人員確保や設備投資に踏み切る体力を維持しや

すい一方、営業基盤が弱い企業は受注を十分に確保できず、売上拡大に結びつかない。結果として資金繰

りが悪化し、従来から財務面が脆弱な企業では倒産リスクが高まる一因となっている。 

（左図）従業員数別  高リスク企業数    （右図）  売上高別  高リスク企業数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

従業員数 企業数 構成比 売上高 企業数 構成比

5人未満 2,778 62.9% 1億円未満 2,616 59.2%

5～10人未満 770 17.4% 1～10億円未満 1,644 37.2%

10～50人未満 761 17.2% 10～50億円未満 147 3.3%

50人～ 107 2.4% 50億円～ 9 0.2%
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兵庫県・「倒産リスク」分析調査（2025 年） 

業種大分類別では「建設業」が 1,035 社で最多 

業種大分類別では、「建設業」が最多の 1,035 社、前年比 61 社・6.3%増となった。次いで、「製造業」

が 955 社(同 39 社・4.3%増)、「小売業」が 950 社(同 68 社・7.7%増)となった。 

高リスク企業の最多業種は、2025 年は 1 位と 2 位が「建設業」、「製造業」であったが、トランプ関税、円

安・原材料価格の高騰、人手不足などのコスト増に価格転嫁が追いつかず中小事業者を中心に高リスク企

業が増加した。 

一方で、高リスク企業が最も減少した業種は「運輸・通信業」で、前年比 68 社・14.9%減となった。運賃

の価格転嫁が進んでいる企業は収益改善が図れていることや、AI・クラウドサービスの需要拡大が業況の

回復につながった。  

 

業種大分類別  高リスク企業数  
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兵庫県・「倒産リスク」分析調査（2025 年） 

高リスク企業数は「総合工事業」が 500 社で最多 

企業数を業種 51 分類別（※TDB 倒産集計の業種区分に準ずる）にみると、最多は「総合工事業」の 500

社であった。次いで「職別工事業」で 418 社、「運輸業」が 382 社、「飲食店」が 320 社、「飲食料品小売

業」が 293 社と続いた。上位 5 業種の顔ぶれは 2024 年と変わらなかったが、「運輸業」はドライバー不足

から需給が逼迫し価格交渉・業況改善が進み、「職別工事業」と順位が入れ替わった。 

業種中分類別  高リスク企業数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高リスクへ悪化した企業は 1,127 社 

2024 年から 2025 年の 1 年間のリスク分布変化をみると、高リスクへ悪化した企業は 1,127 社、中低

リスクへ良化した企業は 929 社あった。悪化企業が良化企業を 198 社上回り、全体では小規模企業を中

心に高リスク企業が増加した。良化した企業の中には、事業ポートフォリオの見直しや価格戦略・原価管理

の精度向上によって収益力を高めた企業、増収増益を果たして事業基盤を強化し中低リスク圏へ移行した

企業も含まれるなど、その実態は一様ではない。 
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兵庫県・「倒産リスク」分析調査（2025 年） 

今後の見通し 

2025 年の兵庫県における高リスク企業は 4,416 社となった。コロナ禍の影響が大きかった 2021 年

4,959 件をピークに 2022 年、2023 年は 2 年連続して減少していたが、2024 年以降、再び増加に転

じ 2 年連続の増加となっている。一方、倒産件数も新型コロナウイルスが 5 類になった 2023 年以降 3 年

連続の増加となっており、2025 年の倒産件数は６２４件で、リーマン・ショック後で最も倒産件数が多かっ

た２０１０年（639 件）に次ぐ水準まで増加している。コロナ前後の高リスク企業と倒産件数の動向をみれば、

その相関関係は顕著であり、高リスク企業の増減は倒産件数の先行指標として機能している。倒産が増加

傾向にあるなかでの、高リスク企業の増加は、人手不足や物価高、個人消費の低迷に起因する業績の悪化

などが要因と分析すれば、十分な物価高対策などの支援策が実施されなければ、２０２６年以降においても、

倒産件数の減少はあまり期待できないと思われる。 

さらに今回の高リスク企業分析以降の事情として、中東情勢悪化による原油相場の高騰や石油由来製品

の調達難、円安や長期金利の上昇など企業を取り巻く事業環境の悪化要素を加味すれば、企業業績の悪

化や先行きの見通し難から、事業の継続を断念し、法的手続きや廃業など市場からの退場を余儀なくされ

る企業の増加が懸念される。 

 

 

都道府県別  高リスク企業数・出現率  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


